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１．組織の概要 

 

 ◆事業者及び代表者 

   株式会社創建 

   代表取締役 筒井 康仁 

 

 ◆創立 

   １９７１年１０月１日 

 

 ◆設立 

   平成２７年６月１日 

 

 ◆従業員数 

   ４4 人 

 

◆事業内容 

公共政策：地域・まちづくりのあり方とその実現方策を提案、各種行政計画の策定を 

      支援します 

地方経済：都心から農村漁村、地域のアイデンティティを活かした再生・活性プラン 

      を提案します 

都市政策：専門性の高い技術・知見を駆使しながら、近未来を見据えた都市や地域の 

      あり方、交通システムを提案します 

環境創生：身近な水と緑から地球温暖化まで、幅広い視野で、持続可能な社会づくり 

      を支援します 

官民連携：建築から公園まで、公共資産の基本構想、マネジメント、⾧寿命化の計画 

      策定を支援します 

 

 ◆事業の規模 

   資本金  ５，０００万円 

 

◆環境管理責任者及び担当者 

  環境管理責任者  取締役副社⾧   川合 史朗 

 

  環境管理担当者  経営企画チーム  伊藤 陽介 

           連絡先 052-253-7124 
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 ◆所在地 

事業所名 住所 

名古屋本店 
〒460-0011 

愛知県名古屋市中区大須四丁目 10 番 32 号 

東京本部 
〒105-0011 

東京都港区芝公園一丁目 3 番 8 号 

横浜支店 
〒231-0004 

神奈川県横浜市中区元浜町三丁目 21 番 2 号 

千葉支店 
〒260-0013 

千葉県千葉市中央区中央一丁目 11 番 1 号 

埼玉支店 
〒330-0854 

埼玉県さいたま市大宮区桜木町 3 丁目 33 番地 

静岡支店 
〒422-8057 

静岡県静岡市駿河区見瀬 82 番 1 号 

岐阜支店 
〒500-8458 

岐阜県岐阜市加納村松町一丁目 7 番地 

三重支店 
〒511-0079 

三重県桑名市有楽町 13 

大阪支店 
〒532-0011 

大阪府大阪市淀川区西中島四丁目 11 番 27 号 

神戸支店 
〒651-0087 

兵庫県神戸市中央区御幸通四丁目 2 番 20 号 

京都支店 
〒600-8177 

京都府京都市下京区烏丸通五条下ル大坂町 391 

滋賀支店 
〒520-0043 

滋賀県大津市中央三丁目 2 番 1 号 

 

 

２．対象範囲 

 ◆全組織・全活動 

 ◆対象事業所 

  名古屋本店、東京本部 

 ◆事業活動 

  公共政策・地方経済・都市政策・環境創生・官民連携のシンクタンク・コンサル 

  ティング業 
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３．環境経営方針 

 

私たちは、創業以来、地域課題や社会課題に対応すべく“世の中の基をつくる”という基本

理念のもと、都市政策、公共政策、環境創生、地域経済等の広範多岐にわたるシンクタンク

業務に取り組んできました。近年は、Think Tank（頭脳集団）に留まらず、Do Tank（行動

実践する頭脳集団）として、市民・企業・行政等との協働のもと、様々な形の持続可能なま

ちづくりに取り組んでいます。こうした事業活動が将来にわたって継続していくためには、

健全な地球環境、自然環境、生活環境の存在が欠かせません。我々自らの存立基盤であるこ

うした環境、即ちあらゆる生命の〈基〉を適切に保全し、より良い形で後世に引き継いでい

くことは、私たちの責務であると考えます。 

私たちは、事業活動を通して地球環境への環境負荷軽減に寄与することが最重要経営課

題の一つであると認識しています。このため、ここに環境経営方針を定め、当社の全社員が、

環境に調和した経済社会の構築と、その持続的発展に貢献すべく、次の事柄に取組み環境経

営の継続的改善に努めます。 

 

  （１）省エネルギーによる CO２排出量の削減 

  （２）コピー用紙使用量の削減 

  （３）節水による水使用量の削減 

  （４）省エネに係わる受託調査・研究件数の増加 

  （５）環境に関する法令の遵守 

 

 

 

制定日 ２０２２年１０月１７日 

株式会社創建 

代表取締役 筒井 康仁 
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４．実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役職名又は組織名 役割・責任・権限 

代表者 ・環境経営に関する統括責任 

・環境経営システム実施及び管理に必要な資源確保 

・環境管理責任者を任命 

・代表者による全体の評価と見直し・指示を実施 

・環境経営方針の策定及び従業員へ周知 

・環境経営レポートの承認 

環境管理責任者 ・環境経営システムを構築・運用する 

・環境経営目標及び環境経営計画を作成 

・環境経営の取り組み結果を代表者へ報告 

・環境経営レポートのチェック 

ＥＡ２１事務局 ・エコアクション２１活動全般の推進 

・環境経営目標・環境経営計画および実績表の作成 

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口 

・環境経営レポート作成 

・環境関連法規制等の取り纏め及び遵守状況のチェック 

本社各部署、東京本部 

各部署 

・自部門における環境経営システムの実施 

・環境経営の目標および計画の実施、その達成状況の報告 

・環境経営におけるチェックリストの記録・運用管理 

・自部門の問題点の発見・是正・予防処置 

全従業員 ・環境経営方針を理解し、環境への取り組みの重要性を自覚 

・環境経営システムの自主参加 

 

株式会社創建

  環境経営組織図および実施体制

代表者

代表取締役 筒井 康仁

環境管理責任者

川合 史朗

ＥＡ２１事務局

環境管理担当 伊藤 陽介

本社

各部署

東京本部

各部署
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５．環境経営目標および実績 

（１）中⾧期目標 

環境経営項目 単位 
2021 年度 

基準年度 
2022 年度 2023 年度 2024 年度 

CO２削減項目 

 電気使用量 kW 67,916 -1％ -2％ -3％ 

 ガソリン使用量 ℓ 3,414 -1％ -2％ -3％ 

 二酸化炭素排出量 kg 38,623 -1％ -2％ -3％ 

環境負荷低減項目 

 コピー用紙使用量 千枚 840 -1％ -2％ -3％ 

適正管理項目 

 水道水使用量 ㎥ 154 適正管理 

環境性能の向上及びサービスの改善項目 

省エネ推進に関わ 

る調査研究受託数 
件 1 件 2 件 3 件 4 件 

注１．産業廃棄物の排出はありません。 

注２．化学物質のとり扱いはありません。 

注３．水の使用量は必要最低限の使用で改善が難しいため、適正管理としています。 

注４．水の使用量は東京本部のみ、ガソリン使用量は名古屋本店のみとなります。 

注５．電力の CO2 排出係数：中部電力 2021 年度 0.449kg-CO2/kWh 

              東京電力 2021 年度 0.456kg-CO2/kWh 

（２）運用結果 

環境経営項目 単位 

基準期間 

2021/9～ 

2021/11 

トライアル期間 

2022/9～ 

2022/11 

評価 

CO２削減項目 

 電気使用量 kW 16,041 16,200 × 

 ガソリン使用量 ℓ 905 740 〇 

 二酸化炭素排出量 Kg 9,348 9,034 〇 

環境負荷低減項目 

 コピー用紙使用量 千枚 248 184 〇 

適正管理項目 

 水道水使用量 ㎥ 38 45 － 

環境性能の向上及びサービスの改善項目 

省エネ推進に関わ 

 る調査研究受託数 
件 0 件 0 件 － 
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６．環境経営計画・取組結果と評価、次年度の取組内容 

環境経営計画 取組結果と評価 次年度の取組内容 

二酸化炭素排出量削減（電気） 

・不要な照明の消灯 

・休日・夜間、ＰＣ電源オフ 

・エアコン温度設定 

・空調設備の定期的メンテナン

ス 

暑い日が続き、サーバー

管理の為、エアコンの温

度を下げたことにより、

環境目標未達。 

気象的な問題であって、不

要な照明の消灯や PC 電源

オフ等、これまで実施して

いた取組を継続して実施す

る。 

二酸化炭素排出量削減（ガソリ

ン） 

・エコドライブ１０の推進 

・公共交通機関の利用促進 

公共交通機関の利用や名

古屋の受注減により、環

境目標達成。 

受注状況により左右される

が、エコドライブを心掛け

るよう社員に周知するなど

継続して削減を目指す。 

コピー使用量の削減 

・コピー用紙使用量把握 

当面 は使用量を把握 す

る。 

当面は使用量を把握する。 

水使用量の削減 

・節水の推進 

節水の張り紙掲示。環境

目標は達成。 

継続して実施する。 

省エネ推進に関わる調査研究

受託件数 

・自治体の省エネルギー計画や

地球温暖化防止計画等の策定

業務の受託 

環境目標は未達。時期や

短期間だったことが未達

の要因。 

プロポーザル等に積極的に

参加し、受注機会の拡大を

目指す。 
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７．環境関連法規等 

法規の名称 規制内容等 遵守

状況 

資源有効利用促進法 ・パソコン等のリサイクル化 

・ゴミの分別 
〇 

廃棄物処理法 ・廃棄物の適切な処理と減量 

・国・地方公共団体の施策に協力 
〇 

温対法 ・温室効果ガスの排出の抑制 〇 

フロン排出抑制法 ・第一種特定製品の点検 〇 

グリーン購入法 ・環境物品への需要の転換 〇 

 

環境関連法規への違反はありません。また、関係機関からの違反等の指摘事項や外部からの

苦情もありません。 
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８．代表者による全体評価と見直し・指示の結果 ＜トライアル期間＞ 

トライアル期間(2022 年 9 月から 11 月)の結果および今後の取組について資料等を用い 

2023 年 1 月 16 日に環境管理責任者が代表者へ以下の報告を行った。 

（１）全体評価 

事項 報告内容 代表者の評価 

1. 環境経営目標の達成 

  状況 

二酸化炭素排出量は達成したが、電気

使用量は未達だった。外的要因が大き

く、内的要因は少しずつ改善されてい

ると思われます。ガソリンやコピー用

紙の使用量は目標達成したが受注状況

により変動するため今後も継続して削

減を図る。 

3 か月間という短期間

での評価の為、1 年間

の動きを見て目標値

の設定の見直しを含

め検討してください。 

2. 環境経営計画の実施 

  及び運用結果 

取組の自己チェック表を参考に当社に

該当する項目を抽出し計画を立てた。 

できるところから実施し、削減はでき

ているためこれからも継続していく。 

引き続き、環境経営計

画に則り実施してく

ださい。 

3. 環境関連法規などの 

  遵守状況 

遵守しています。 法律改正に注意して

法順守の徹底を図っ

てください。 

4. 外部からの苦情や要 

  望 

苦情はありませんでした。 
－ 

5. 前回の指示事項への 

  取組結果 

なし 
－ 

6. その他 なし － 

 

（２）代表者による環境方針等の変更の必要性ならびに指示事項 

項目 変更の必要性 指示事項等 

1. 環境方針 

 

変更の必要なし 

 
－ 

2. 環境目標 変更の必要なし － 

3. 環境活動 変更の必要なし － 

4. 実施体制 変更の必要なし － 

5. その他 なし － 

 

 

 


